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航空レーザ測量の結果について 
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・由比地区地すべり調査報告書（S51）の崩壊履歴分布図との重ね図 ・・・③ 
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・H27傾斜区分図、横断面図 ・・・⑧ 
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・開度図 ・・・⑩ 

・興津地区防災機能強化の取組みにおける技術指導 

・既存資料と航空レーザ測量（H19年度、H27年度）による斜面形態の評価 
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（H27微地形解析図） ①
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（H19微地形解析図） ②
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由比地区地すべり調査報告書（S51）の崩壊履歴分布図との重ね図3
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ｃ－ｃ断面図

H27横断面図（ｃ－ｃ断面）
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興津地区防災機能強化の取組みにおける技術指導 

 

１ 概  要 

日 時：平成28年1月22日（金） 14時 

場 所：静岡県浜松総合庁舎 

参加者：静岡大学 土屋教授 

     国立研究開発法人土木研究所 石井上席研究員 

     静岡県森林保全課、砂防課 

 

２ 内  容 

  平成27年度[第27-S6900-01]興津地区防災機能強化調整会議業務委託（航空レー

ザ測量等）において、航空レーザ測量データによる微地形解析図等を作成したため、

静岡大学 土屋教授、国立研究開発法人土木研究所 石井上席研究員から技術指導

を受けた。両専門家は斜面崩壊直後（平成26年10月）の緊急の現地調査を実施して

おり、現地調査結果を踏まえた助言をいただけた。 

  微地形解析図等は、平成19年度（富士砂防事務所）と平成27年度に実施した航空

レーザ測量の成果で作成し、2枚を比較して地すべり地形の有無や崩壊跡地を確認

した。 

  また、既存の由比地区地すべり調査報告書（S51）の崩壊履歴分布図との重ね図

を作成し、崩壊履歴箇所と微地形解析図の地形との整合を確認した。 

  なお、崩壊斜面を復旧治山事業で実施し、地質調査、設計業務の成果も参考にし

ている。 

 

３ 指導結果 

・崩壊地形を図示し、調整会議で関係者に情報提供し、防災対策に役立てて頂き

たい。 

・開度図等を作成、微地形を図示することも有効である。 

・斜面崩壊後の緊急の現地調査において、表層崩壊跡地形や湧水跡が確認された

が、今回の微地形解析図からもそれらが認められる。 

・平成27年度の測量成果からは、平成26年度の豪雨（七夕豪雨相当）を受けたに

も拘らず、平成19年度のものと比較しても、特段、土砂崩壊に関して注目すべ

きものは新たに見つかっていない。 

・崩壊した斜面では、治山事業の現地測量から「崩壊深は最大でも8～9mであった」

とされている。今回の微地形解析図による差分からも同程度の崩壊深を有する

崩壊地形が分析されており、現地測量結果と航空レーザ測量結果は整合してい

る。 

 

※開度図：視界の広がりを表現した図面で、山頂や尾根などは白く、 

谷底などは黒く表現される。 

11



12

・対象区間において表層崩壊や地すべり等の崩壊形態や規模を推定するため、航空レーザ測量を実施して微地形を把握し、過去の検討資料の検討
　とともに斜面形態の判読を行った。
・H19年度とH27年度の航空レーザ測量結果から微地形解析図等を作成して、斜面形態の判読について、専門家の技術指導を受けた。
　「H27年度の測量成果からは、H26年度の豪雨（七夕豪雨相当）を受けたにも拘らず、H19年度のものと比較しても、特段、土砂崩壊に関して
　注目すべきものは新たに見つかっていない。」（要旨）

H19年度の航空レーザ測量による微地形解析図 H27年度の航空レーザ測量による微地形解析図

２　航空レーザ測量（H19年度、H27年度）による斜面評価

既存資料と航空レーザ測量（H19年度、H27年度）による斜面形態の評価
１　B-2区間（調整会議対象区間）の今までの斜面評価

由比地区震災対策調査報告書（S56.3)　P93

由比地区震災対策調査報告書（S56.3)　P81

３　調整会議の方針

小規模な表層崩壊跡
が認められる。

H26.10.6崩壊箇所

右側に崩壊跡側壁状
の急崖あり。全体が
崩壊跡と推定。

崩壊跡地の中に
湧水跡とガリが
認められる。

崖錐堆積物の
分布が想定
される緩斜面。

遊歩道上方の崩壊跡地形が明瞭。
全体が馬蹄型の浅い谷型斜面を
呈しており、表層崩壊が繰り返
された可能性あり。

明瞭な崩壊跡地形

斜面中腹の遷急線が
明瞭.。平滑な直線状
斜面で、切土法面の
可能性あり。

斜面保護工
（法枠工）

小規模な突出地形
は露岩地の可能性
あり。

残存していた崩積土
が崩壊したと推定。
。滑落崖部にはその後
表層崩壊が発生している。

【過去の調査検討結果】
・S49～50年度、S53～55年度に、由比興津地区で調査が実施
された結果、「B-2区間においては、地すべり性の崩壊による
生産土砂量はない」とされ、表層崩壊土砂量が検討されている。
・B-1区間においては、地すべりに特有の地形及び痕跡が確認
されたため、H17年度から直轄地すべり対策事業が着手された。
・直轄による、H19年度の航空レーザ測量実施後も、地すべり
防止区域の追加指定は行っていない。
・国会の質問主意書への答弁書を確認すると、「これまでに、
地すべりに特有の地形及び痕跡が確認されていない」と記さ
れている。

・平成26年10月の斜面崩壊後に行った「緊急の調査」及び、今回の「航空レーザ測量による斜面評価」においても、新たに斜面変状等は確認されていないため、
　【過去の調査検討結果】を踏まえた、土砂崩壊に対応した事前防災対策を関係機関で検討していく。


